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要旨

2023年 2月 6日にトルコ南部の東アナトリア断層沿いで発生した一連の地震により、

56,000人以上の犠牲者が発生した。また、構造物にも多大な被害が生じた。この災害を受

けて、文部科学省科学研究費補助事業（特別研究推進費）の「2023年トルコ南部の地震と

災害に関する総合調査」が開始された。この総合調査では、 「テーマ 1.衛星測地等によ

る地殻変動と災害把握」、 「テーマ 2. 地震発生機構の解明」、 「テーマ 3. 強震観測に

よる災害発生機構の調査」、 「テーマ 4. 災害調査による構造物被害の解明」、 「テーマ

5. 大規模広域地震災害マネジメントとリスクコミュニケーションの解明」に取り組み、

陸域で巨大な地震が発生した理由と、激甚な構造物被害や人的被害となった原因を解明す

る。本報では本調査のこれまでの成果を概説する。

1． はじめに

2023年2月6日にトルコ南部で、マグニチュード7.8

の被害地震が発生した。その約9時間後に、隣接する

断層においてマグニチュード7.5の地震が続発した。

これらは睦域で発生した世界最大クラスの地震であ

り、 56,000人以上の尊い人命が失われ、極めて広域

で建物が倒壊し、甚大な地震災害を引き起こした。

この地震は、地震規模と被害規模の観点から、活

断層、地震活動、地震災害、構造物被害、社会防災

を包括する国際的に稀有な自然災害の研究対象とな

り、その地震および災害メカニズムを解明すること

は、 トルコおよび世界の地震防災・減災に資すると

ともに、わが国の同等あるいはそれ以上の規模の巨

大地震や地震災害について、重要な科学的・エ学的

な知見を与える。そこで、文部科学省科学研究費補

助事業（特別研究推進費） 「2023年トルコ南部の地

震と災害に関する総合調査」が開始された。

本総合調査ではトルコ南部の地震と災害に関する

学術研究を行い、陸域で巨大な地震が発生した理由

と、激甚な構造物被害や人的被害となった原因を解

明し、さらにその成果を国際的に発信することを H

としている。

本総合調査では、以下の 5つのテーマに取り組み、

トルコ南部の地震と災害に関する学術研究を行う。

「テーマ 1.衛星測地等による地殻変動と災害把握」

「テーマ 2. 地震発生機構の解明」

「テーマ 3. 強震観測による災害発生機構の調査」

「テーマ 4. 災害調査による構造物被害の解明」

「テーマ 5. 大規模広域地震災害マネジメントとリ

スクコミュニケーションの解明」

本報では、各テーマでこれまで得られた成果を概

説する。

2. 衛星測地等による地殻変動と災害把握

2. 1合成開ロレーダー衛星による地殻変動解析

本研究では， および 衛星から撮像

された 画像データを用いて地殻変動を抽出した。

本解析では，地殻変動の計測には，標準的な 干

渉処理に加えて，

と呼ばれ

る応用技術も適用した 。これにより，

断層近傍の大規模変位の計測や南北方向の変動の計
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測が可能となった。最終的に方向の変位が計測され，

これらを統合的に解析することにより，成分（東西，

南北，上下） の変動を計測することに成功した（図

）。

解析の結果，地殻変動は水平成分が卓越し，大き

な上下変動は発生していないことが分かった。東ア

ナトリア断層の西部は，南側及び北側に断層帯が分

岐しているが， 及び の地震に伴う地殻

変動はそれぞれ，南側及び北側の分岐断居帯に沿っ

て分布していた。南側の分岐断層沿いには，断層運

動に相当するとみられる変位の不連続が約 の

長さにわたり確認できた。不連続は，震源付近から

東では走向約 の方向に伸びる一方，西側では

g付近でその走向を南西方向に変えて

付近で終了していた。この分岐断層帯は幾つかの断

層セグメントで構成されていることが知られている

が，変位不連続の位置から， セグメント，

セグメント， セグメントが破壊され

たと推察される。これらセグメントの全てで最大

の左横ずれの水平変位が卓越している．一方，

の地震を引き起こしたと推定される北側の分岐断層

帯では東西約150kmにわたり変位の不連続が確認で

き，最大 の左横ずれ運動を示す。この変位不連続

は，主に セグメントに沿ってほぼ一直線上に

見られるが，東端及び西端でその走向を変えている。
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図ー1 SARにより捉えられた地殻変動分布図（水平成

分）．等値線は0.5m間隔。青線は活断層を示す (Emre

etal., 2013) 

2. 2地震により発生した斜面災害

の 博士率いる研

究グループは，雪解け後の高解像度衛星画像や航空

写真を用いた解析および現地調査を行った結果，

3600箇所以上で地すべりや斜面崩壊，落石等の斜面

災害（図ー ）が発生したことが判明した（

）。また，これらの斜面災害は被災地の北部に

集中していることが分かった。本研究グループでは，

博上の協力のもとで， 年月 日から 日

の間にこれらの斜面災害に対する現地調査を実施し

た。

調査した内容についての詳細な分析は進行中であ

るが，発生した斜面災害は以下の五つに大別され

る： 落石：最も多く観察された， 緩い層理面に

沿った岩盤の並淮すべり， 大規模な岩盤肪媛およ

びそれによって形成された天然ダム， 再活動した

大規模地すべり， 大規模地すべり地源頭郡の上部

斜面で広節に渡って発生したクラックや地盤沈下。

さらに，二つの大規模地すべりの内外において複

数台の地震計を設置し，余震の観測を行った。 1OH 

間の地裳観測期間において， の余震を

個以上記録することができた。これらの余震観

測データを用いて，地すべり地の震動特性を調べる

予定である。

図ー2地震により発生した斜面災害分布図

2. 3建物被害判定 Alモデルの構築と評価

本研究では，ディープニューラルネットワークに

基づく建物被害認識を行った（

本研究では，世界中から無料で入手できる高解像度

の衛星画像を使用して，深層学習畳み込みニューラ

ルネットワーク が、画像の各部分を建物や道

路を含む つの士地利用カテゴリを分類するように

トレーニングする。トレーニングされた モデル

は，農村地域や人口密集地域などのさまざまな地表

環境や石積みや鉄筋コンクリート建物などの建物構

造をマッピングできる。 によって公開され

た災害前後の 衛星画像を使用して，提

案された方法の基づき 都市で地震により被害を受

けた建物を検出した。その結果，本研究の方法が

以上の精度で大きく損傷した建物や倒壊した建物を

特定したことを示している。特に 市では，

倒壊した建物の が正確に特定された。さらに，

障害物のある道路を の精度で識別することもで
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きた。この分析から得られた建物被害率の分布は、 側に破壊が伝播する時の破壊伝播速度は震源域のS

地震による表面最大加速度（ ）の分布とも一致 波速度を有意に超える。初期破壊が主に北東に伝播

している。被害率の高い都市は

ある（図 3)。

の大きい地域に

3. 地震発生機構の解明（加藤愛太郎先生）

グローバルな地震観測網で取得された遠地地震波

を用いた滑りの時空間発展を推定し，本震 と

後続地震 の震源過程の複雑性を明らかにした。

また， トルコ国内で管理・運営されている定常地震

観測網で取得された波形データを用いて，本震発生

以降の地震活動に関する総合的な研究や，発震機構

解の解析による東アナトリア断層帯周辺の応力場の

推定， レシーバ関数による異方性構造の解析等を進

めている。

＾
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図ー3 トルコ・シリア地震後の建物被害率の分布

3. 1 2023年トルコ南部の地震の震源過程

本章では，本震と後続地震の震源過程に関する解

析結果 (Okuwakiet al., 2023) について概説する。

(1) Nurdag1-Pazarc1k地震 (Mw7.9) 

2023年2月6日 01時17分 (UTC)に発生した本震に

ついて説明する。破壊領域の長さは350km程度であ

り，破壊継続時間は80秒程度，地震モーメントは，

9. 6 X 1020 Nm (Mw 7. 9) である。

初期破壊は東アナトリア断層の分岐断層から開始

し，破壊開始から 10秒間は，分岐断層に沿って北東

と南西方向にバイラテラル（両方向）に伝播してい

る。推定された震源メカニズムの節面の一つは分岐

断層と破壊伝播方向の走向と一致する。

初期破壊終了から約5秒間の停滞期後，つまり破壊

閲始15秒後に，東アナトリア断層で主破壊が開始し，

約20秒間継続している。主破壊の開始点は，分岐断

層との接合点より 20kmほど北東側に位置しており，

北東と南西方向にバイラテラルに伝播するが，非対

称であり，南西方向の破壊が卓越する。また，南西

し，主破壊が主に南西方向に伝播している。つまり

逆破壊伝播現象が観測された。この逆破壊伝播現象

は，他の地震でも観測されており，破壊が震源から

遠ざかる方向に伝播するといった仮定は必ずしも適

切ではない。主破壊の破壊伝播は，北東側・南西側

ともに断層形状が不連続に変化する額域で減速する。

北東の遅れ破壊は，破壊開始から約35秒後に，主

破壊の破壊減速域から北東に約25kmほど離れた地

点から開始し，約10秒間，非対称ではあるがバイラ

テラルに破壊が伝播している。推定された震源メカ

ニズム解の節面の一つは，東アナトリア断層の走向

と一致する。

南西の遅れ破壊は，破壊開始から約45秒後に，開

始する。破壊開始点は明瞭ではないが，おおよそ主

破壊の南西端付近であると考えられる。破壊は主に

南西方向に伝播していき，約30秒間継続する。推定

された震源メカニズム解の節面の一つは，東アナト

リア断層の形状と近い値を有するが，わずかに時計

方向に回転しており，有意な非ダブルカップル成分

をともなう。この結果は，震源域南西部の断層形状

の複雑性を反映していると考えられる。

Nurdag1-Pazarc1k地震の破壊過程は，分岐断層で

の初期破壊，その後の東アナトリア断層の主破壊，

断層形状が大きく変化する領域での主破壊の減速，

破壊減速域からの北東・南西方向への遅れ破壊，と

大きく 4つのエピソードに分けることができる。本地

震の成長過程は，複雑な断層形状に強く影響を受け

たことが明らかになった。

(2) Ek i nozu地震 (Mw7.6) 

次に， 2023年2月6日10時24分 (UTC) に発生した

後続地震について説明する。得られた破壊領域の長

さは80km程度であり，地震モーメントは3.2Xl020

Nm (Mw 7. 6) である。破壊は，非対称ではあるがバ

イラテラルに伝播した。破壊伝播速度は震源領域のS

波速度を有意に超えている。破壊は活断層の形状が

大きく変わる領域で停止しており，破壊継続時間は

15秒と短い。得られた震源メカニズム解の節面の一

つはスグル断層帯と一致する。モデル平面の傾斜角

度は90゚ に設定しているが，スグル断層帯と一致す

る震源メカニズム解の節面の傾斜角は61゚ から76°

と，やや北側に傾斜している。
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3. 2 地震活動解析

本章では，地震活動に関する解析結果について述

べる。

(1) 震源再決定

本震の発生以降から4月27日までに発生した地震

について， トルコ災害緊急事態対策庁(AFAD)および

ボアジチ大学カンデリ地震観測研究所 (KOERI)によ

る余震カタログと該当する地震波走時の読み取り値

データを取得・統合し，余震分布の推定を行った。

統合カタログの初期震源位置は観測網が相対的に充

実しているAFADの発表位置を採用した。統合カタロ

グを基に， tomoFDD(Zhang and Thurber, 2006) に

より，絶対走時と相対走時を両方利用した震源決定

を実施した。速度構造は， GUvercinet al. (2022) 

による 1次元構造を用いた。震源域が広範囲にわたる

ため，速度構造の水平方向の変化が想定される。そ

の影響を軽減するため，理論走時と観測走時の走時

差の平均値を観測点補正値として用いた。解析の結

果， AFADによる震央分布に比べて，震源がより明瞭

な列状分布を示すようになった。また，震源深さは，

平均約6.5 kmとなり，主に0-lOkmの範囲に集中して

いる。 AFADによる震源深さは多くが深さ7kmに固定

されており，相対的には若干浅めに再決定される傾

向が見られる。

(2) 包括的な地震カタログの作成

Mw7.9の地震以降の地震活動の詳細な時空間発

展を明らかにするために，テンプレートマッチング

によるイベント検出をおこなった。震源域周辺の地

震計で収録された連続波形記録（公開データ）を取

得した。テンプレートの震源情報として， AFADの地

した地震を用いた。観測点によってはデータの欠測

が生じることがあるため， 36チャンネル以上の波形

データが揃っている時間帯のみを検出用に使用した。

その結果， Mw7.9の地震発生後2日以内では， AFADカ

タログの約3倍以上の地震を検出することに成功し

た。 Mw7.9の震源域における余裳数は， Mw7.6の余震

数に比べて少なく， ETASモデルにより p値を推定する

と， 1.3以上と大きめ目の値が得られた。これは，

Mw7.9の震源域における余震活動の減衰レートが大

きいことを意味しており， Mw7.6が引き起こした負の

静的応力変化の影響を受けている可能性が考えられ

る。

(3) 小繰り返し地震の抽出

震源域に比較的近い地裳観測点の分布とUSGSによ

る震源分布との関係を調べ，小繰り返し地震の抽出

に向けて準備をおこなった。観測点については，

International Federation of Digital Seismograph 

Networks (FDSN)のシステムで比較的長期間 (5年以

上）観測を継続している観測点が複数あることを確

認し，解析候補観測点として選ぶことができた。ま

た， FDSNによる公関データを用いた繰り返し地震の

抽出についてシステムの開発を継続した。今後，こ

のシステムの開発を進め，繰り返し地震の有無やそ

れと他の地震活動や本震のすべり分布との関係につ

いての議論を進める予定である。

3.3 応力場の特徴

震源域の応力場の特徴を調べるために， Global

CMT (GCMT)カタログ (Ekstromet al., 2012)および

KOERI CMT カタログ

(http://www. koeri. boun. edu. tr/sismo/2/moment-t 

ensor-solutions/）から，トルコ全域で過去に発生し

た地震のメカニズム解を取得した。 GCMTカタログか

らは， 1979年から2023年7月までに発生した 648個の

地震のメカニズム解を， KOERIカタログからは， 2015

年から2023年6月までに発生した359個の地震のメカ

ニズム解を取得し重複する地震を除き， 829個の地震

データからなるデータ・セットを作成した。得られ

たカタログに， Yoshidaet al. (2016)と同様の手順

で応カインバージョン法を適用し， トルコ全域の応

力場の空間変化を推定した。具体的には，研究対象

領域全域に 0.1゚ 間隔でグリッド網を配置し，各グ

リッドにおける応力場の推定を行った。今後，応力

場の空間分布の成因と， 2023年Mw7.9とMw7.6地震発

生過程について検討を行う予定である

震カタログに掲載されている2023年1月～6月に発生 3.4地殻浅部の異方性構造

地震波が速く伝わる方位は広域応力場の最大水平
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圧縮軸の方向と良い対応を示すことから，地震発生

場を把握するための方法のひとつとして地展波速度

異方性構造が広く調査されている。ここでは，震源

域を含むトルコ東部周辺に設置された広帯域地震計

で収録された遠地地震波形からレシーバ関数を推定

し，その地震波到来方向依存性の調和成分を抽出，

評価する方法 (Bianchiet al., 2010) を用いて地

殻浅部の異方性構造（速い軸の方位）を調査した。

大局的にはGNSSから推定される反時計回りの回転運

動 (Weisset al., 2020) に沿った北西ー南東方向

を示す観測点が多い。しかし，東アナトリア断層周

辺では，南北に近い方向を指す観測点が少なくなく，

アフリカプレートやアラビアプレートの北進の影響

を強く受けている可能性がある。震源周辺では東西

方向を示す観測点もあり，局所的な回転の場を形成

しているように見える。

4. 強震観測による災害発生機構の調査

4. 1被災地域での臨時余震観測

(1) はじめに

2023年2月6日4時17分（現地時間）に発生したトル

コ南部の地震は，東アナトリア断層帯で発生したマ

グニチュード7.8の地震であり，同日 13時24分には，

やや北部でマグニチュード7.5の地震も発生した。こ

れらの地震によって， トルコ南部のカフラマンマラ

ッシュ県やハタイ県などの広い地域で激甚な建物被

害が生じた。とくに，建物被害は，主要都市が広が

る平野部や断層近傍に多く発生している。被害原因

の解明には，震源過程や平野部の地盤が強震動特性

ヘ及ぼす影響を理解しておくことが重要となる。こ

れらの地震の震源域のいくつかの地域で比較的密な

強震観測が行われ，強震記録も得られており，震源

過程や強震動特性が明らかにされている（例えば，

USGS, 2023; METU, 2023 ;二宅ら， 2023)。しかし，

被災地域が広く，既存の強震観測点のみでは，被害

と強震動特性との関係を明らかにするためには十分

ではない。

本研究では，上述の地震の被災地域であるアディ

ヤマン県，カフラマンマラッシュ県，ハタイ県にお

いて臨時強震鍛測を実施し，余震による強震記録か

ら地震動特性を明らかにした。さらに，強震観測点

では，表層地盤のS波速度構造を明らかにするために

微動探査も実施した。ここでは，臨時強震観測の概

要と得られた記録について説明する。

(2) 臨時強震観測

強震計の設置作業は， 年月 日から実施し，

1点をアンタキヤ地域に追加設置した。

図 には，臨時強震観測地点の位置を示す。図の

赤丸は本研究の観測点を，黒三角は の観測点を

示す。また，長方形は，上述したつの主要な地康の

断層モデルである（ ）。アデイヤマン県

中心部では， 図 に示す 4地点を設けた。カフラマ

ンマラッシュ県では， 図 とに示す東部のパザルジ

ック地域と中心部に 3地点および4地点を設けた。

カフラマンマラッシュ県のパザルジック地区とアデ

イヤマン市では，建物被害が多いが，強震観測点が

少ないことを考慮した。一方，カフラマンマラッシ

ュ都市圏の中心部には， 図 に示すように強震計も

多く設置されている。しかし，同地域の南東部は，

被害が多いにも関わらず，強震観測点が少なく，臨

時観測では南東部の地点と基準点 (8)を設置した。

震源断層南部のハタイ県の主要都市であるイスケン

デルン地域とアンタキヤ地域は，地盤での増幅特性

も大きいと考えられている地域である（

；山中， ）。 図 には，イスケンデルン地

域の観測点が示されており，既存の強震観測点を補

間するように設置した。観測点 や の周辺は，集

合住宅の崩壊が多くみられた。観測点 は，南東側

の山地に位置している基準点である。ハタイ県のア

ンタキヤ地域にも地点を設けた（図 を参照）。

そのうちの観測点 が南の丘陵地にある地点である。

観測点 や は，被害が厳しい地域にある。さらに，

ハタイ県の南部のサマンダー地域にも 2点設置した。

各観測点では，学校などの低層建物の最下階の床

面に強震計（ ），データロガー（ ）， 

バッテリーから成る機器を設置した。本シスステム

によって 1 の最大加速度の揺れでも飽和しないた

めに， の感度を持つ過減衰加速度計とした。ま

た，バッテリーで～か月間連続データを記録する

ことを考えて，各点ではカーバッテリー台を電源と

して用いることにした。
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図ー5強震観測点の位置

日までに 地点に強震計を設置した。また，同年

月初旬に実施した強震記録の回収の機会に，さらに
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図ー6アデイヤマン中心部の強震観測点（ 4：基準点）
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点は，震央距離数十 程度離れている。 図 上は，

南北方向の加速度記録を示している。図の振幅は，

各地域の基準点（黒い横三角）の最大振幅で正規化

している。また，横軸は で した走時であ

る。パザルジック地域では，基準点も含めて 3地点

の波形に大きな差異はない。その他の地域では，基

準点に比べて，被災地域の観測点での波形の継続時

間は長く振幅も大きい。周期秒～ 秒の帯域のフィ

ルター処理をした加速度波形を図 の下に示す。 1

秒以上の長周期成分では，後続位相の発生がより明

確になる。とくに，イスケンデルンやアンタキヤ地

域では，基準点に比べて，後続位相の増長効果が顕

著である。
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図ー9イスケンデルン地域の強震観測点 (15：基準点）
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図ー10アンタキタおよびサマンダー地域の強震観測

点 (19, 20：基準点）

(3) 強震記録

本臨時観測による強震記録の例が図 に示され

ている。ここでは，月 日 時分（ ）に発生

した地震（深さ ， ）を例にして説明する。

震央の位置は， 図 の星で示されている。臨時観測
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では， 以下の周波数帯域でスペクトル比は似てい

る。カフラマンマラッシュ県中心部では，

の周波数帯域で同地域南東部の観測点（ ， ）の

において比が大きい。ハタイ県では，イスケンデル

ンおよびアンタキタ地域の被災地域で ～ の周

波数帯域でスペクトル比が大きい。また，サマンダ

ーでは，周波数 付近での比が極めて大きい。

各地点の加速度記録から計測震度を計算した。 図

に示すようにパザルジック地域では，各地点の震

度は同程度である。一方，アデイヤマンやカフラマ

ンマラッシュ県の中心部では，震度 程度が被災地

域で大きくなっている。さらに，ハタイ県の地域で

は，基準点に比べて，被災地域では震度が 程度

大きい。

1 

F函 .(Hz)

2023/03/23 09:19 lskenden,, 
10 

1 g
 

s

o

a

o

 

a

1

d

9

 

n
 

r
 

a
 

a
 

れ

m

，
 

z
 

旧

K

Z

J

S

a

 

19

胆

19

f
⑱

ー

q

．．
 

ー

a~ 

，
 

，
 

。3F
 

2

3

 

2
 

3
 

3

1

1

 

゜

。

1

3

1

1
 

31 2

0

1

0

0

両。

202
面

研

4
0

2
 

゜
ー

母

に

。

忍

[
日
＂
言
〗□`
＼〗

1

0

0

、0
0

 

2
・0

2

 

ー

。

2

1

 

。
ー

•8 
r
 

a
 

z
 

a
 

p
 ，
 

ー

，
 
゜
3
 

2
 

31 
⑩
 

2
 。

2
 

on只
a

図ー12の地震記録の水平成分のスペクトル比

゜

0

5

0

5

0

5

 

2

1

1

0

0

0

 

>
l
!
S
U
8
l
U
!
 ::>
!
E
s
1a
s
 

,.''''' , Aぶ冒冒冒 ':
Pazarci~ Adiyamarl $amandag 
1c:: ::,． c:: ::,＇ ,Antakya :＜ > 

; l sj<.e nd ru_n :—ヽ :

▲ , 
, ：▲△ 'c ::,9 ： △ 

△ 
△△, 

△: ’△ , ＜ ＞：△ △△ ， 
: K-maras : - :△ 

▲ ; ： ：△ ：▲ : .: △ : 

20.23/03/23 09:19 ▲; 

5 10 15 20 
Station number 

計測震度の分布

25 

図ー13

(4) おわりに

本研究では， 年月のトルコ南部の地震の被災

地域であるアディヤマン県中心部，カフラマンマラ

ッシュ県中心部とパザルジック地域，ハタイ県イス

ケンデルン地域アンタキヤ地域，サマンダー地域

において臨時強震観測を実施した。 年月中旬か

ら月までの約 か月間の連続記録を取得した。

年月まで本観測を継続する予定である。余震の

際に得られた強震記録から，被災地域の地震動特性

を明らかにした。パザルジック地域では被災地域の

地盤特性は顕著ではないと考えられる。一方，その

ほかの地域では，被災地域での地盤による増幅の影

響が大きい可能性が高い。今後，本研究による臨時

観測点と の強震銀測点で得られた記録の分析

を継続し，微動探査の結果と合わせて被災地域の地

震動特性の特徴を明らかにする予定である。

4.2地表地震断層と建物被害の関係

(1) はじめに

2023年2月6日、 トルコ南東部で 7.8の地裳が発

生し、 (2023)によると、この地震

による地表地震断層が から にかけて約

200km、 から にかけて約40km出現した

と考えられる（図ー14) 。門馬•他 (2019) は、平成28

年熊本地震における地表地震断層と建物倒壊率の関

係を解析し、益城町では地表地震断層から 100mまで

の範囲における木造建物の倒壊率が60~80％と非常

に高いことを明らかにした。本研究では、 トルコ南

東部の地震における地表地震断層と建物被害の関係

を調査するため、地震発生前後に撮影された裔解像

衛星画像から、地表地震断層近傍の建物被害を判読

し、地表地震断層と建物倒壊率の関係を検討した。

図ー14地表地震断層の位置

(2023)の地表地震断層位置データを

上に赤線で表示）

(2) 衛星画像の選定

建物被害判読に用いる衛星画像は、地上解像度

50cmの の画像とし、 固ー15に示す4地区を対象

に、 (2023)の地表地震断層のトレース

の左右 1km程度の範囲について、地震発生前後の

画像を収集した。
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被害区分 棟数 比率

1 5,967 75% 

2 

゜
0% 

3 1, 127 14% 

4 294 4% 

5 549 7% 

合計 7,937 100% 

被害区分5の建物ポイントと地表地震断層とを

画像上に併せて表示し、 図ー16の被害区分5の

分布図を作成した。

図ー16から、被害区分5の建物の分布を見ると、地

図ー15 画像収集したPleiades撮影範囲（黄色） 表地震断層に沿って連続して集中的に分布するエリ

アと地表地震断層から離れた市街地に広く分布する

(3) 判読の方法 エリアがある。

建物被害の判読は、地震発生前後の画像を目視に この地表地震断層に沿って連続して集中的に分布

より比較し、 表 1に示す建物被害の判読基準に従い、 するエリアについて、地表地震断層から水平距離別

建物被害を5つに区分した。 の倒壊率を算出し、 表 3に示した。 表 3から、地表地

表ー1 建物被害の判読基準 震断層から 100m以内の倒壊率は11.1％であり、表ー2

被害区分 被害程度

1 画像からは被害が確認できない

2 建物は傾いているが原型をとどめている

3 建物の一部が崩れ落ちている

4 建物の半分以上が崩れ落ちている

5 
建物が完全に崩れ落ちて原型をとどめて

いない、または完全に倒壊している

(4) 判読結果の報告（ 地区）

判読は、 図 に示した① 地区（約61kmり

から進めており、その暫定的な判読結果を表ー2に示

す。

表 2から、判読した建物棟数は、 7,937棟で、この

うち被害区分5の建物が完全に崩れ落ちて原型をと

どめていない、または完全に倒壊している建物は549

棟、被害区分4は294棟、被害区分3は1,127棟である。

また、各被害区分が全棟数に占める比率の名称を、

被害区分5は倒壊率、被害区分4は大規模損壊率、被

害区分3は一部損壊率とすると、倒壊率は7%、大規

模損壊率は4%、一部損壊率は14％となっている。

表ー2 被害区分別の棟数（暫定）

に示した判読全体の倒壊率7％より大きい値となっ

ている。

ー 地表地震断層

● 被害区分 5の建物ポイント

図ー16 被害区分5の分布図（暫定）

表ー3 地表地震断層からの水平距離別倒壊率
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水平距離 (rn)| °~100| 100~200|200~300|300~400| 400~500 

倒壊率 11. 1%1 8. 7%1 5. 5%1 6. 3%1 3. 8% 

(5) 今後について

今後、図ー2で示した② 地区（約28kmり、

③ 地区（約28kmり及び④ 地区（約

54 kmりの判読を行い、 4地区の判読結果から、地表

地罠断層と建物被害の関係を総合的に検討する予定

である。

5. 災害鯛査による建築構造物被害の解明

日本建築学会、士木学会、地盤工学会と相談のう

え、 4団体合同で調査団を派遣することとした。ま

た、第一回目の調査日程を月 日～ 4月 日とし、

調査団団長を楠とすることとした。

調査の目的は、イスタンブールエ科大学（

以下 ）の 教授との

情報交換を踏まえて、主として次の 6点とした。

強震観測点周辺の被害状況調査

造建物、鋼構造建物、組積造建物、免震・制

振建物の被害概要調査

病院・工場の事業継続に関する調査

歴史建造物の被害調査

地盤被害調査

トルコの建築関係の法令とその実態、および復

興計画調査

5. 1 RC造建物の被害状況

造建物の調査地域を図 に示す。調査地域は

1度目の地震の震源を中心として、その北東から南

西へ 超に及ぶ。すべての地域で甚大な被害が

見受けられた。なお、 トルコの耐震規定は、最近で

は、 年、 年、および 年に改訂されて

いる。

トルコの建物の特徴として、非常に扁平率の高い

柱が用いられている事である。所要の曲げ強度を確

保するため、特に 1階の柱脚で配筋が多い。さらに、

脚部で主筋が重ね継ぎ手されているため、主筋の空

きが極めて狭いものが建設年代によらず被害建物で

は多く見られた（写真 ）。

また、 写真 に示すようなパンケーキ破壊を生じ

た建物も多くの都市で散見された。建物によっては、

2度目の地震で倒壊したとのことであった。 年

以降の建物では、全体崩壊形を形成したものの巣の

応答変形が極めて大きくなったと思われるものや、

建物脚部から転倒したもの（写真 ）も見受けられ

た。

図ー17 調査対象都市

写真一1 柱脚重ね継ぎ手部 (iskenderun)

写真ー2 パンケーキ状に破壊した建物 (Antakya)
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写真ー3 転倒した建物 (iskenderun)

5.2 RC造建物の詳細調査

建物被害が多く見られた 県において， 棟の

造建物を対象に，寸法計測や被災度区分判定等の詳

細調査を実施した （大破 棟，中破 棟，小破

棟，軽微棟無被害棟精査中棟）。

一例として で建設中であった 4棟の集合

住宅の例を示す。 4棟とも平面計画は同じで、構造

部材の寸法・配筋も同じと思われる。 棟は 十

階建てで、脚部から転倒倒壊した。 棟は 十

階建てで、層が層崩壊した。棟は 階建てで、

その被害状況から全体崩壊形を形成したものの、南

側に大きく傾斜し、残留変形角は最大で 近くに及

んでいる。 棟は 8階建てで、被災度区分判定の結

果、中破となった。

写真 に倒製した 棟、写真 5に 棟の建物全景

と、一例として梁の被害を示す。梁は曲げ降伏後の

せん断破壊とみられる被害が多数みられ、非常に大

きな変形を経験したと考えられる。 固 に各部材の

の残留変形角を生じていた。図からもわかるとおり、

梁の被災状況が激しく、建物の被災度区分は大破と

なった。

写真 5

§J 

0 0 0 

階建て集合住宅（

1 A 1 §J◎ 

゜゚ ゜゚図ー18 被災度判定結果 (0は柱の被災度で曲げ、ロ

は梁の被災度で ：曲げ、 せん断）

5.3免震建物の被害と工場・病院の事業継続性調査

ここでは、免震構造の病院とプレキャスト工場の

被害について紹介する。

写真 は に位置する、地下階、地上

階建て 造病院建物（ 年竣工）である。地下

被災度を示す。図には、 1階の 軸上の柱で計測し 階の柱頭に免震が配置されている。免震装置は写

た残留変形角も示している。 柱で、南側に 真 のように転がり免震を採用している。周辺地盤

等とのクリアランスはおよそ であった。一方、

転がり免震に残ったケガキ傷から推定すると、全振

幅で cm程変形したと推察される。被害はクリアラ

ンス部のカバーなど、非構造材に若干生じたが、既

に修復済みであった。

写真 は sにある、建設中の工場建

物で、プレキャスト構造である。 図 に示すように、

プレキャスト梁はコーベル上に設置され員通ボルト

で緊結されていた。一部ロングスパン部分では、梁

にプレストレスが導入されていた。地震により、一

部のプレキャストばりが落下していた。

写真一4 13階建て集合住宅 (Antakya)
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写真ー6 免震建物 (Malatya)

写真一7 転がり免震装置 (Malatya)

写真一8 建設中の工場建物 (Kahramanmara~)

ナットで固定

プレキャスト梁

ブレキャス
卜柱

貫通ボルト

グラウト充填

ブレキャスト梁

グラウト充填

図ー19 プレキャスト部材の接合方法

6. 災害調査による土木構造物被害の解明

6. 1 橋梁の被害

トルコ南東部の被災地域における主要な道路ネッ

トワークでは地震発生直後から，う回路の設定や

車線規制が行われた結果，完全に通行不能となった

区間はMalatyaからGolbasiまでのみと限定的であっ

た．ただし，被害程度に応じて通行可能，不可能を

判断する基準が日本とは異なるため，発生した被害

が少ないことを必ずしも意味しない．実際に著者ら

が現地で確認した限り，何らかの損傷を受けている

ものの，速度制限や車線規制をすることなく通常通

り供用されている橋は珍しくなかった．

写真—9はGaziantep県Nurdagi近郊の高架橋の橋台

とデッキのジョイント部の損傷に対する復旧作業が

行われている様子である．このような橋台とデッキ

のジョイント部，あるいはデッキとデッキのジョイ

ント部の損傷は他にも複数の橋でも確認できた．

写真一9 橋台とデッキのジョイント部の損傷

写真— 10 は Kahramanmaras 県 Kahramanmaras におい

て，桁の横ずれ防止ブロックが損傷した様子である．

同様の被害も他の複数の橋で確認できた．なお，こ

の橋には桁間をつなぐ横桁が設けられていなかった．

このように横桁が設置されていないことは， トルコ

の橋に共通して見られる特徴であった．

写真一10 横ずれ防止ブロックの損傷

写真— 11 はHatay県Demiropruにおいて地盤の側方

流動により橋台が傾斜した状況である．この橋台の

傾斜によって，路面には大きな段差が生じていたも

のの，車両の通行は行われていた．この橋から 100m

ほど離れた学校の校庭では噴砂が確認できた．

その他，道路橋の被害に関しては， Nurdagi近郊の
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斜張橋のデッキの落下， Antakya郊外の5径間単純桁

橋の橋脚の傾斜とデッキの落下を確認した．

N36.2458 E36.3578 

写真一11 傾斜した橋台

6. 2断層との交差点での線状構造物の被害

この地震では，道路，鉄道やパイプラインといっ

た線状構造物が，地表に出現した断層変位による影

響を受けた． 写真— 12 はKahramanmaras-Gaziantep道

路のNarliからKahramanmarasに向かう間の盛土区間

が断層変位に伴い約4mの横ずれを生じた地点で撮影

したものである．この地点ではほぼ完全な横ずれ変

位となっており，段差は生じていない．断層と道路

の交差角度の関係から，ガードレールが引張力によ

写真一12 断層変位に伴う道路の横ずれ

り引きちぎられた状況も確認できた．また，周囲の 写真一13 断層と送電線の交差により鉄塔に生じた

畑には，路面に現れたずれを延長する方向にずれの 部材座屈

痕跡が残っていた．

写真— 13 はNarli において確認した送電鉄塔の部材

の座屈である．これは，左横ずれした断層と送電線

の交差角度の関係から，断層変位に伴って送電線に

引張力が作用したことが原因だと思われる．同様の

被害はSekerobaでも見られ，こちらも断層変位と送

電線の交差角度は，送電線に引張力が働くようにな

っていたことを確認した．

Gaziantep県Islahiyeでは埋設管（用途不明）が地

表断層との交差部で座屈し，地表に出現した様子が

見られた（写真— 14 ) ．これらの管は地表から数cm

の深さに埋設されており，通常の埋設管に比べると

地上側に変形が出やすい状況であったと考えられる．

写真一14 断層変位との交差地点で座屈し地表に露

出した埋設管（用途不明）

6.3斜面崩壊

Antakyaの南東約7kmに位置するTepehanにおいて

大規模な斜面崩壊が発生した．地すべりの全景を写

真ー15に示す．地すべりの全長は約500m, 幅は100~

150m程度である．当該地の基盤は比較的脆い石灰岩
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であり，その岩片からは魚類の化石も確認された．

また，舌端部には崩壊士砂が堆積して原地盤より 5m

程度高くなると共に，小さな天然ダムを形成してい

た．

写真ー15には， UAV測量により得られた主側線の地

表面標高も示すが，この断面からも分かるように，

Tepehanの地すべりの特徴の一つはその斜面勾配で

ある．被災地を取り巻く丘陵地は全体になだらかで

あり，崩壊部の勾配も約4度であった．これは，一般

的な地震地すべりの斜面勾配と比較すると非常に緩

いまた，滑落崖から約100mまでは深度約10~15mの

沈降帯が見られ，崩壊・移動した士塊は元の形状を

残していることも特徴的である．これらの特徴は

2008年岩手・宮城内陸地震で発生した荒戸沢地すべ

りとも類似しており，そのメカニズムとして深部に

おいて地表面と並行する弱層が存在し，これが地震

動により軟化して上部の士塊をそのまま滑動させた

可能性が考えられる．また，崩壊部は周辺と比べてや

や表面水が集まりやすい地形となっていたことから，

すべり面に液状化を引き起こす十分な地下水が供給

されていた可能性も考えられる．

Tepehanの地すべりは今回の地震を引き起こした

断層の延長線上に位置しており，地すべりブロック

には直線状の溝が確認された．この溝は断層方向と

も合致するだけでなく，他の断層の観察でも見られ

た左横ずれのパターンとなっていた．このため，

Tepehan地すべりの発生は断層運動の影響を受けた

可能性も考えられるが，今回の調査ではその関連性

は解明できていない．

写真一15Tepehan地すべりとUAV測量による主側線

の地震前後の地表面標高

7. 大規模広域地震災害マネジメントとリス

クコミュニケーションの解明

7. 1災害対応と被災者支援

(1) はじめに

トルコは 年に北アナトリア断層を震源とする

マルマラ地震で大きな被害を受けており，復興過程

においては防災機能強化のための様々な取り組みが

実施された。その一つが，各省に分散されていた防

災機能の統合であり， 2009年には首相府危機管理庁

(AFAD) が設置された。今回の地震は， AFAD設置後

に初めて経験する大規模広域地震災害であった。

本研究では，カフラマンマラシュ地震において

による災害対応がどのように行われたのか，

月 日～ 日に実施した現地調査に基づき述べる。

(2) AFADによる災害対応

トルコ政府は， 年に首相府緊急事態総局

（ ），内務省市民防衛総局（ ），公共

事業・住宅省地罠総局（ ）を統合し，

を設置した。そして 年にはトルコ国家災害対応

計画 が策定された（ 年に更新） （ 

）。

今回の地震発生後， は即座に非常事態宣言を

県に発令した（ 県中。その後，非常事態宣言対

象県はその後 県に拡大）。 職員及び内務省の

幹部職員を被災地に派遣し，被災地の災害対応の支

援にあたった。災害発生から月日までに派遣され

た職員は， 幹 部 職 員 名 ， 県 知 事 名 郡 長

名，地方自治体幹部職員 名であった（ ）。

今回の調査においては被災県の災害対策センター

おいて支援業務に携わっていた職員から話を聞いた。

被害が大きかったハタイ県の災害対策センターでは

（写真 ），被災者支援業務が「清掃」 「風呂・ト

イレ」 「物資」 「運営」 「廃棄物」に細分化され，

部門ごとに支援担当自治体が割り当てられていた。

「清掃」部門長は， トルコ北東部のシノップ県の郡

長であり，内務省との調整により 1ヶ月間避難所の

清掃業務の統括業務にあたっていた。

写真一16 ハタイ県災害対策センター

(3) 避難所と被災者支援

日本では，災害時には学校や体育館等の公共施設が

避難所として利用されるが， トルコでは避難所は指

定されておらず被災者にはテントが提供される。公

圃等には複数のテントが並ぶテント村（ ） 

が開設された。テント村は被災 県に 力所開設さ
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れ， 名が避難していた（ ）。

震源近くに位置するパザルジュック県ナルルのテ

ント村は地震から日後に により設置され，調

査時点では 枇帯が暮らしていた（写真 ）。テン

トは世帯ごとに提供されており，生活用品（ベッド・

マットレス・調理器具・絨毯・ストーブ等）が整備

されていた。これらの支援は， が被災者のニー

ズを確認し調達・提供されたものであった。テント

村にはシャワーやトイレとして専用のプレハブが建

てられていた。また，小学校・中学校・幼稚圃とし

て大型のテントが設置されていた。テント村には安

全管理のため軍が常駐しており，生活環境は良好で

あった。 は主としてテント村の開設と管理運営，

被災者への物品の提供を行なっており，被災者への

食事の提供はトルコ赤新月社（ ）が行なってい

た。

写真一17 テント村の様子

なお，これらのテント村とは別に市内の随所にテン

トが設置されていたが，その多くは被災したシリア

人が自宅敷地内に設罹しているものであり，シリア

人とトルコ人とでは支援状況は異なっていた。

(4) おわりに

以上に述べたように，今回の地震災害において

は中央レベルにおける政策決定のみならず，被

災現場レベルにおいても多様な被災者支援を実施し

ていた。災害対応は，全国の行政職員の支援を得て

行われており， と内務省により人的支援の調整

が行われていた。被災者支援業務は細分化されてお

り，被災者一人一人のニーズを確認したうえで支援

は提供されていた。

ただし，地震発生直後は状況が混乱し，支援体制

が整備されるまで数日要していた。また，中央政府

による意思決定・指示に基づき対応が行われており，

被災現場の担当はどのような経緯で意思決定が行わ

れているのかを把握していない事例もみられた。

トルコの災害対応体制は中央集権的であり，市町

村を中心とする地方分権的な日本の災害対応とは異

なる。このような災害対応体制の違いが被災者支援

の質や地域の復興にどのような影響をもたらすのか，

今回の調査から得られた結果に基づきさらにさらに

研究を進める予定である。

7.2震災前後の情報リテラシーの変化につい

て

（1) はじめに

今回の大震災前にAFADは詳細な地震ザードマップ

を作成していたが、被災地の市民の認識は地震対策

への認識が十分ではなかった。ここでは、大震災前

後の地方行政や学生を対象としたインタビュー等に

よりその要因と大震災前後の災害情報リテラシーの

変化を調査する。この結果を、今後の防災教育等に

活用することを目的として実施する。

(2) 調査の概要

2 0 2 3年 10月上旬に被災において災害情報リテ

ラシー調査を予定している。現地にはゲブゼ工科大

学 Ceren准教授に同行いただきインタビュービュ

ー等の実施し、大震災前後の災害情報リテラシーの

変化を調査する。調査対象は被災地での地震対策や

復旧作業を行っている地方行政ならびに情報リテラ

シーが裔い大学生を想定している。

(3) 事前情報収集

図 に の地震ハザードマップを示す。これ

まで は19 9 9年のコジャエリ地震（イズミッ

ト地震）を契機に詳細な地震ハザードマップを作成

し、国民への周知を行ってきた。しかし、危惧され

る北アナトリア断層沿いの地震リスク（マルマラ地

震）は多くのトルコ国民が認識しているものの、図

1の東アナトリア断層添いの地震リスクは十分には

認識されていなかった。

トゥルキエの地震ハザードマップ
（米国地質調査所 M7.8,7.5 トウルキエではM7.7,M7.6) 

北アナト リア断層
AFAD資料

災害緊急事態対策Ir

今回の被災地域の市民は地震リ スグを十分認謙していなかった。
その理由はこの地域で近年大きな被害地震は発生していなかった。

図ー20トゥルキエの地震ハザードマップ

その結果、耐震化が進まず、多くの是弱な構造

物がその理由の一つとして、医ー 21 2に示すよ

うに被災地域では近年大きな被害を出すような地

震が発生していなかったことが挙げられる。
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図ー21 過去の被害地震

(3) 期待される成果

本研究により過去に被害地震が少ない地域におけ

るハザードマップ等による災害情報リテラシーの状

況ならびに大震災後の変化を知ることにより、今後

のトウルキエにおける災害情報リテラシー向上の迅

速化を図ることが期待される。特に危惧される北ア

ナトリア断層沿いの地震（マルマラ地震）への対応

はトウルキエ最大の地震防災課題であることから、

災害情報リテラシー向上と耐震化の推進は必要不可

欠である。

8. まとめ

本報では、文部科学省科学研究費補助事菓（特別

研究推進費）の「2023年トルコ南部の地震と災害に

関する総合調査」のこれまでの成果を概説した。本

年度末には、各テーマは次の内容で研究成果を取り

まとめる予定である。

「テーマ 1. 衛星測地等による地殻変動と災害把

握」においては、 「だいち 2号」による世界で最も

優れた解像度の衛星画像を用いて、 トルコ南部の地

震による地殻変動の推定と災害把握を行う。また、

東アナトリア断層帯の震源域の活断層および斜面災

害調査を行い、連動型地震と災害の発生メカニズム

を解明する。

「テーマ 2. 地震発生機構の解明」においては、

本震のみならず続発した大地震に関する地震発生場

の理解を進める。特に、震瀕過程解析と地震活動解

析による結果を包括的に解釈することで、一連の地

震活動の発生過程を明らかにする。また、応力場・

地震活動・震源破壊過程・地殻変動の解明、流体の

関与の理解等、複雑な断層系における総合的な学術

成果を創出する。

「テーマ 3.強震観測による災害発生機構の調査」

においては、余震活動が活発なうちに、被害地域の

強震観測点を補強するように臨時観測を行い、地盤

条件が空間的に複雑に変化する平野部での地震動特

性を評価し、地震被害発生機構を明らかにする。ま

た、広大な地域で大きな揺れが生じたメカニズムを

解明し、わが国の同等あるいはそれ以上の規模の地

震災害対策に生かせる知見を得る。

「テーマ 4. 災害調査による構造物被害の解明」

においては、建築・士木・地盤工学等の観点から、

トルコ南部の地震により極めて広い範囲で建物が倒

壊し、甚大な地康災害が引き起こされた原因を総合

的に解明する。また、建物の被害を調査し、無被害

の建物についても、なぜ被害がなかったのかを明ら

かにし、日本の耐裳に生かせる知見を得る。さらに、

日本では事例の少ない断層変位や地すべり、液状化

等の地盤変状が構造物およびライフラインに及ぼし

た影響を調査し、巨大地震に対して強靭な社会シス

テムを実現するための資料とする。

「テーマ 5. 大規模広域地震災害マネジメントと

リスクコミュニケーションの解明」においては、大

規模広域地震災害における災害対策マネジメントの

特質と課題を解明するとともに、地震防災教育プロ

グラムと減災リスクコミュニケーションのあり方を

検討する。そして、今回の地震の科学的知見と地震

への対策の重要性について、 トルコの人々に伝える

防災教育に国際的な視点から取り組み、未来に向け

た災害に強い地域づくりに向けた活動を行う。
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